
（相談窓口の担当者が適切に対応することができるようにしていると認められる例） （相談窓口の担当者が適切に対応することができるようにしていると認められる例）
～ （略） ～ （略）

発生のおそれがある場合や、職場におけるセクシュアルハラスメントに該当するか否か微
妙な場合であっても、広く相談に対応し、適切な対応を行うようにすること。例えば、放
置すれば就業環境を害するおそれがある場合や、性別役割分担意識に基づく言動が原因や
背景となってセクシュアルハラスメントが生じるおそれがある場合等が考えられる。

ントに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応し、適切な対応を行うよう
にすること。例えば、放置すれば就業環境を害するおそれがある場合や、性別役割分担意
識に基づく言動が原因や背景となってセクシュアルハラスメントが生じるおそれがある場
合等が考えられる。

 職場におけるセクシュアルハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応  職場におけるセクシュアルハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応
事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメントに係る相談の申出があった場合におい
て、その事案に係る事実関係の迅速かつ正確な確認及び適正な対処として、次の措置を講じ
なければならない。

事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメントに係る相談の申出があった場合におい
て、その事案に係る事実関係の迅速かつ正確な確認及び適正な対処として、次の措置を講じ
なければならない。

特に、相談者


が、職場におけるセクシュアルハラスメントに係る性的な言動の行為者とさ
れる者（以下「行為者」という。）と、船内生活を共にせざるを得ない状況における相談者の
精神的な苦痛を考慮し、可能な限り迅速に対処すべきである。

特に、相談を行った船員（以下「相談者」という。


）が、職場におけるセクシュアルハラス
メントに係る性的な言動の行為者とされる者（以下「行為者」という。）と、船内生活を共に
せざるを得ない状況における相談者の精神的な苦痛を考慮し、可能な限り迅速に対処すべき
である。

イ 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認すること。なお、行為者


が、他の事業主が雇
用する労働者又は他の事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）である場
合には、必要に応じて、他の事業主に事実関係の確認への協力を求めることも含まれる。

イ 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認すること。なお、セクシュアルハラスメント


に係る性的な言動の行為者とされる者（以下「行為者」という。


）が、他の事業主が雇用す
る労働者又は他の事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）である場合に
は、必要に応じて、他の事業主に事実関係の確認への協力を求めることも含まれる。

（事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認していると認められる例） （事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認していると認められる例）
 （略）  （略）
 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとしたが、確認が困難な場合などにおいて、法
第37条第１項


の規定により読み替えて適用される法第24条


に基づく調停の申請を行うこ
とその他中立な第三者機関に紛争処理を委ねること。

 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとしたが、確認が困難な場合などにおいて、法
第31条第１項


の規定により読み替えて適用される法第18条


に基づく調停の申請を行うこ
とその他中立な第三者機関に紛争処理を委ねること。

ロ イにより、職場におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できた場合にお
いては、速やかに被害者


に対する配慮のための措置を適正に行うこと。

ロ イにより、職場におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できた場合にお
いては、速やかに被害を受けた船員（以下「被害者」という。


）に対する配慮のための措置

を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例） （措置を適正に行っていると認められる例）
 （略）  （略）
 法第37条第１項


の規定により読み替えて適用される法第24条


に基づく調停その他中立

な第三者機関の紛争解決案に従った措置を被害者に対して講ずること。
 法第31条第１項


の規定により読み替えて適用される法第18条


に基づく調停その他中立

な第三者機関の紛争解決案に従った措置を被害者に対して講ずること。
ハ イにより、職場におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できた場合にお
いては、行為者に対する措置を適正に行うこと。

ハ イにより、職場におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できた場合にお
いては、行為者に対する措置を適正に行うこと。

（措置を適正に行っていると認められる例） （措置を適正に行っていると認められる例）
 （略）  （略）
 法第37条第１項


の規定により読み替えて適用される法第24条


に基づく調停その他中立

な第三者機関の紛争解決案に従った措置を行為者に対して講ずること。
 法第31条第１項


の規定により読み替えて適用される法第18条


に基づく調停その他中立

な第三者機関の紛争解決案に従った措置を行為者に対して講ずること。
ニ （略） ニ （略）
 （略）  （略）
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